
参加者の有無を確認する公募手続きに係る参加意思確認書の提出を求める公示

令和８年６月１日

北陸地方整備局

新潟港湾空港技術調査事務所長 加藤 治仁

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請します。

１．当該招請の主旨

本業務は、大型浚渫兼油回収船に搭載されている油回収装置の高度化を目的として、実海域を想

定した模型実験及び各種検討を行い、効率的かつ効果的な新型油回収装置の開発に向けた研究を行

うものである。

本業務の実施にあたっては、新型油回収装置の開発のため、水槽模型実験の計画立案、模型設計

・製作を行い、油回収装置に作用する水流抵抗等の計測、集油方式の考察を行うための技術力・能

力を有している必要があることから、４．の応募要件を満たし、本業務の実施を希望する者の有無

を確認する目的で、参加意思確認書の提出を要請する招請を実施するものである。

応募の結果、４．の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、法人等（以下「特

定法人等」という。）との契約手続きに移行する。

なお、４．の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、特定法人等と当該応募者

に対して企画競争による企画提案書の提出を要請する予定である。

２．業務概要

（１）業 務 名

大型浚渫兼油回収船新型油回収装置の検討等研究委託

（２）業務内容

大型浚渫兼油回収船に搭載する新型油回収装置の開発に向けて、時間の経過と共に変化する回

収油の粘度、油回収装置に作用する水流抵抗、回収油に混在する浮遊ゴミによる詰まりなどの各

種条件に対して、現行の装置以上の性能が期待できる集油装置及び油回収装置の検討を行う。

本業務では、水槽模型実験により油回収装置の集油方式の考察を行い、実機製作に向けた各種

課題と設計方針の整理を行う。

成果物

・成果物の種類：研究報告書

・体 裁：紙A4版（簡易製本） １部

：電子媒体（CD－ROM又はDVD－R） ２枚

・提 出 先：新潟市中央区入船町４－３７７８

国土交通省 北陸地方整備局 新潟港湾空港技術調査事務所

（３）履行期限

令和９年３月１９日



３．業務目的

本業務は、大型浚渫兼油回収船に搭載されている油回収装置の高度化を目的として、実海域を想

定した模型実験及び各種検討を行い、効率的かつ効果的な新型油回収装置の開発に向けた研究を行

うものである。

４．応募要件

（１）基本的要件

①予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しない

者であること。

②北陸地方整備局から指名停止を受けている期間中でないこと。

③令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」の関東・

甲信越地域又は東海・北陸地域の競争参加資格を有している者であること。

④警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、国土交通

省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

（２）技術力に関する要件

①自航船に搭載可能な油回収装置に関する研究実績を有すること。

②油回収装置における集油特性（波浪条件下での集油効率等）を評価するための水槽模型実験の

計画立案、模型設計・製作、実験の実施及び実験結果の解析に至る研究実績を有すること。

③水槽模型実験から得られる油回収装置に作用する流速、波浪影響等のデータを解析し、油回収

装置の性能向上のための技術的検討を行う知見と能力を有すること。

５．手続等

（１）担当部局

〒95１-8０１1

新潟県新潟市中央区入船町４－３７７８

北陸地方整備局 新潟港湾空港技術調査事務所 総務課

電話 ０２５－２２２－６１１５

E-mail pa.hrr-gichounyusatu@mlit.go.jp

（２）説明書の交付期間、場所及び方法

交付期間：表－１のとおり。

交付場所：（１）に同じ場所にて配布。

（３）参加意思確認書の提出期限、提出先及び方法

提出期限：表－１のとおり。

提出先及び方法：（１）に同じとし原則電子メールにより提出する。

６．その他

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨：日本語及び日本国通貨に限る。

（２）関連情報を入手するための照会窓口は５．（１）に同じ。

（３）当該応募者に対して企画競争実施のための企画提案書の提出を要請する際の提出予定期限

：別途通知

（４）令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」において

関東・甲信越地域又は東海・北陸地域の競争参加資格の決定を受けてない者も５．（３）により

参加意思確認書を提出することができるが、その者が企画提案書の提出者として選定された場合

であっても、企画提案書の提出の時において、当該資格の認定を受けていなければならない。

（５）詳細は説明書による。



表－１

説明書の交付期間
令和８年６月１日（月）から令和８年６月２３日（火）までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日９時００分から１６時００分まで

参加意思確認書等の提出期限 令和８年６月２４日（水）１６時００分（必着）



大型浚渫兼油回収船新型油回収装置の検討等研究委託

業務説明書

１．当該招請の主旨

本業務は、大型浚渫兼油回収船に搭載されている油回収装置の高度化を目的として、

実海域を想定した模型実験及び各種検討を行い、効率的かつ効果的な新型油回収装置の

開発に向けた研究を行うものである。

本業務の実施にあたっては、新型油回収装置の開発のため、水槽実験の計画立案、模

型設計・製作を行い、油回収装置に作用する水流抵抗等の計測、集油方式の考察を行う

ための技術力・能力を有している必要があることから、４．の応募要件を満たし、本業

務の実施を希望する者の有無を確認する目的で、参加意思確認書の提出を招請する公募

を実施するものである。

応募の結果、４．の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、法人

等（以下「特定法人等」という。）との契約手続きに移行する。

なお、４．の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、特定法人等と

当該応募者に対して企画競争による企画提案書の提出を要請する予定である。

２．業務概要

（１）業務名

大型浚渫兼油回収船新型油回収装置の検討等研究委託

（２）業務目的

本業務は、大型浚渫兼油回収船に搭載されている油回収装置の高度化を目的として、

実海域を想定した模型実験及び各種検討を行い、効率的かつ効果的な新型油回収装置

の開発に向けた研究を行うものである。

（３）業務内容

大型浚渫兼油回収船に搭載する新型油回収装置の開発に向けて、時間の経過と共に

変化する回収油の粘度、油回収装置に作用する水流抵抗、回収油に混在する浮遊ゴミ

による詰まりなどの各種条件に対して、現行の装置以上の性能が期待できる集油装置

及び油回収装置の検討を行う。

本業務では、水槽模型実験により油回収装置の集油方式の考察を行い、実機製作に

向けた各種課題と設計方針の整理を行う。

成果物

・成果物の種類：研究報告書

・体 裁：紙Ａ４版（簡易製本）１部

電子媒体（ＣＤ－ＲOM又はDVD－Ｒ） ２枚

・提 出 先：新潟市中央区入船町４－３７７８

国土交通省 北陸地方整備局 新潟港湾空港技術調査事務所

（４）履行期限

令和９年３月１９日

３．担当部局

〒95０-80１1 新潟県新潟市中央区入船町4-3778

北陸地方整備局 新潟港湾空港技術調査事務所 総務課

電 話：025－222－6115 E-mail：pa.hrr-gichounyusatu@mlit.go.jp



４．応募要件

（１）基本的要件

①予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に

該当しない者であること。

②北陸地方整備局から指名停止を受けている期間中でないこと。

③令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」

の関東・甲信越地域又は東海・北陸地域の競争参加資格を有している者であるこ

と。

④警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、

国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。

（２）技術力に関する要件

①自航船に搭載可能な油回収装置に関する研究実績を有すること。

②油回収装置における集油特性（波浪条件下での集油効率等）を評価するための水槽

模型実験の計画立案、模型設計・製作、実験の実施及び実験結果の解析に至る研究

実績を有すること。

③水槽模型実験から得られる油回収装置に作用する流速、波浪影響等のデータを解析

し、油回収装置の性能向上のための技術的検討を行う知見と能力を有すること。

５．参加意思確認書の作成及び記載上の留意事項

（１）参加意思確認書の作成方法

参加意思確認書の様式は、別添－１に示すとおりとする。なお、文字サイズは10

ポイント以上とする。

（２）４．に示す応募要件を全て満たしていることが確認できる資料を添付すること。

６．参加意思確認書の提出期限、提出先及び方法

（１）提出期限：表－１のとおり。

（２）提 出 先：３．に同じ

（３）提出方法：原則電子メールにより提出する。

７．説明書の内容についての質問の受付及び回答

（１）説明書の内容についての質問の受付

①提出期間：表－１のとおり。

②提 出 先：３．に同じ

③提出方法：原則電子メールにより提出する。

（２）説明書についての質問に対する回答

公示内容の質問に対する回答は、原則として、質問を受理した日から５日間（休日

を含まない。）以内に、電子メールにより回答し、下記にて掲示を行う。

①掲示期間：表－１のとおり。

②掲示場所：北陸地方整備局 新潟港湾空港技術調査事務所内

８．参加意思確認書の審査

（１）参加意思確認書が提出された場合、審査を行う。

（２）（１）の審査の結果、応募要件を満たすと認められる者に対しては、書面により通

知する。この場合、別途提案書の提出を要請する予定である。

提案書の提出予定期限：別途通知

（３）（１）の審査の結果、応募要件を満たさない者に対しては、応募要件を満たさない

とされた理由を通知する。



９．応募要件を満たさないとされた理由の説明

（１）８．（３）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（行政機関

の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定する行政機関の休日を

除く。）以内に、書面（様式は自由）により、新潟港湾空港技術調査事務所長に対し

て、応募要件を満たさないとされた理由についての説明を求めることが出来る。

なお、書面の提出は、原則電子メールとする。

（２）上記（１）の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日

以内に、書面により回答する。

（３）受付場所及び時間

①受付場所：３．に同じ

②受付時間：9時00分から16時00分まで

10．その他の留意事項

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

（２）参加意思確認書が提出期限までに到達しなかった場合は、参加意思確認書を無効と

する。

（３）参加意思確認書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。

（４）提出された参加意思確認書は返却しない。なお、提出された参加意思確認書は、参

加意思確認書の審査以外に提出者に無断で使用しない。

（５）提出期限以降における参加意思確認書の差し替え及び再提出は認めない。

（６）参加意思確認書に虚偽の記載をした場合には、当該参加意思確認書を無効とすると

ともに、虚偽の記載をした者に対して、指名停止の措置を行うことがある。

（７）令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」

において関東・甲信越地域又は東海・北陸地域の競争参加資格の決定を受けていな

い者も６．(3)により参加意思確認書を提出することができるが、その者が企画提案

書の提出者として選定された場合であっても、企画提案書の提出の時において、当該

資格の認定を受けていなければならない。

（８）「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（令和４年

９月１３日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・連絡

会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めること。



表－１

参加意思確認書の提出期限 令和８年６月２４日（水）１６時００分（必着）

質問の受付期間 令和８年６月１日（月）９時００分から令和８年６月１６日（火）１６時００分まで

質問に対する回答の閲覧 令和８年６月２３日（火）まで



別添－１

参 加 意 思 確 認 書

業務の名称：大型浚渫兼油回収船新型油回収装置の検討等研究委託

令和８年６月１日（月）付で手続開始の公示のありました標記業務について、参加意思確認書（添

付資料を含む）を提出します。

なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第７０条及び第７１条の規定に該当する者

でないこと並びに参加意思確認書（添付資料を含む）の内容については、事実と相違ないことを誓

約致します。

令和 年 月 日

北陸地方整備局

新潟港湾空港技術調査事務所長

加藤 治仁 殿

提出者） 郵便番号

住 所

電話番号

Ｆ Ａ Ｘ

法 人 名

代表者名（役職名 ） 印

連絡先） 担当部署

住 所

氏 名

電話番号

Ｆ Ａ Ｘ

Ｅ－mail

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。
（連絡先は２以上記載すること）
本件責任者（部署名・氏名）：
担当者（部署名・氏名）：
連絡先１ ：
連絡先２ ：



受注希望者に求める要件についての記載

当該業務が履行可能な体制（技術力）を備えている事項

体制（技術力）を確認できる図面・資料等を添付すること。



大型浚渫兼油回収船新型油回収装置の検討等研究委託

委託仕様書

令和８年６月

国土交通省 北陸地方整備局

新潟港湾空港技術調査事務所
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大型浚渫兼油回収船新型油回収装置の検討等研究委託

委託仕様書

１．業務目的

本業務は、大型浚渫兼油回収船に搭載されている油回収装置の高度化を目的として、

実海域を想定した模型実験及び各種検討を行い、効率的かつ効果的な新型油回収装置の

開発に向けた研究を行うものである。

２．履行期限

契約締結日から令和９年３月１９日までとする。

３．協議・報告

検討にあたっては、当所調査職員と十分な打合せを行うものとし、事前協議１回、中

間報告１回、最終報告１回の合計３回行うものとする。

４．業務内容

大型浚渫兼油回収船に搭載する新型油回収装置の開発に向けて、時間の経過と共に変

化する回収油の粘度、油回収装置に作用する水流抵抗、回収油に混在する浮遊ゴミによ

る詰まりなどの各種条件に対して、現行の装置以上の性能が期待できる集油装置及び油

回収装置の検討を行う。

本業務では、水槽模型実験により油回収装置の集油方式の考察を行い、実機製作に向

けた各種課題と設計方針の整理を行う。

（１）改良型実験模型の設計・製作

過年度の実験結果を踏まえ、新型油回収装置の集油方式の検討に必要な実験方法

を提案し、装置の船体への取付方法を考慮の上、油回収装置及び集油装置の実験に

必要な模型の設計と製作を行う。

（２）水槽実験の実施

製作した改良型実験模型を用いて、波浪・船速及び潮流等の環境変化を考慮し、

油回収装置及び集油装置の方式及び構造等の検証を行う。

（３）実験結果に基づく検討と課題抽出

水槽実験による検討結果と、抽出された課題について技術的考察を行い、課題の

解決方法を整理し、今後必要となる検討及び実験に関する提案を行う。
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５．提供資料

「令和7年度 大型浚渫兼油回収船新型油回収装置の検討等研究委託」研究報告書

６．成果物

・成果物の種類：研究報告書

・体 裁：紙Ａ４版（簡易製本）１部

電子媒体（CD－ROM又はDVD－R）２枚

・提 出 先：新潟市中央区入船町４－３７７８

国土交通省 北陸地方整備局 新潟港湾空港技術調査事務所

７．その他

本仕様書に記載無き事項及び業務において生じた疑義については、両者協議の上決定

するものとする。

また、業務内容の変更により、契約金額に変更が生じる場合は、両者が協議のうえ、

履行期限末日までに、契約変更を行うものとする。


